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マイトリップ・ネット株式会社の完全子会社化に関するお知らせ 
 

当社は、平成１５年９月４日開催の当社取締役会において、マイトリップ・ネット株式会社の全株式

を取得し完全子会社とすることに関し、下記のとおり決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．子会社となる会社の概要 

① 商 号  マイトリップ・ネット株式会社 

② 所 在 地  東京都港区海岸１丁目１１番１号 

③ 代 表 者 の 氏 名  代表取締役社長 柿崎 靖夫 

④ 設 立 年 月 日  平成１２年２月１日 

⑤ 事 業 の 内 容  インターネット宿泊予約サイト『旅の窓口』の運営 

⑥ 決 算 期  ３月３１日 

⑦ 従 業 員 数  ４６名（平成１５年３月３１日現在） 

⑧ 資 本 の 額  １５０，０００千円（平成１５年３月３１日現在） 

⑨ 売 上 高  ３，１８４，２７０千円（平成１５年３月期実績） 

⑩ 営 業 利 益  １，０９３，１２７千円（平成１５年３月期実績） 

⑪ 経 常 利 益  １，０９８，３１３千円（平成１５年３月期実績） 

⑫ 当 期 純 利 益    ５５５，３４１千円（平成１５年３月期実績） 

 

 

２．異動の前後における当社の所有に係る子会社の議決権の数及び議決権の総数に対する割合 

   （異動前）  （異動後） 

① 当 社 所 有 議 決 権 数  ０個  ６０，０００個 

 （ 当 社 所 有 株 式 数  ０株  ６０，０００株）

② 議 決 権 の 総 数  ６０，０００個  ６０，０００個 

 （ 発 行 済 株 式 数  ６０，０００株  ６０，０００株）

③ 議決権の総数に対する割合  ０％  １００％ 

 （発行済株式数に対する割合  ０％  １００％）

 

 

３．異動の内容及びその年月日 

① 内 容  日立造船株式会社（住所：大阪府大阪市住之江区南港北１丁目

７番８９号）より６０，０００株（発行済株式総数の１００％）

を取得いたします。 

② 異 動 年 月 日  平成１５年９月１７日株券譲受け（予定） 

 

 



４．譲受金額 

３２，３００百万円 

 
なお、譲受資金については、手許現金及び銀行借入にて充当する予定であります。 

 

５．異動の目的 

当社グループは総合的なインターネットサービス企業グループとして、インターネットショッ

ピングモール『楽天市場』を中核として、インターネット関連の各種サービス事業を展開してお

ります。 

宿泊予約などからなる旅行関連分野はエレクトロニック・コマース（ＥＣ）に最も適した分野

の一つとして、２００６年までにＥＣ市場全体の１５％を占める成長が予測されており（出所：

電子商取引推進協議会）、当社の完全子会社である楽天トラベル株式会社が運営する総合旅行サ

イト『楽天トラベル』についても、平成１５年７月の月間宿泊予約数が前年同月比約３倍増とな

るなど、平成１３年３月の開設以来急速に業容を拡大しております。 
一方、マイトリップ・ネット株式会社が運営する『旅の窓口』は、ビジネス目的の宿泊予約を

主力とした会員数２９４万人を誇る国内最大の宿泊予約サイトであり、平成１５年７月の月間宿

泊予約数は約８６万件に達しております。 
『旅の窓口』が楽天グループ運営サイトの一員となることで、宿泊予約を中心とする旅行関連

サービスと『楽天市場』など物販を中心としたサービスとが密接に連携することにより、トラフ

ィックの共有などを通じて、流通総額拡大や広告媒体としての価値向上などグループ全体として

大きなシナジーが見込まれます。 
このように、楽天グループ全体の業容拡大と事業基盤拡充を図ることを目的として、マイトリ

ップ・ネット株式会社を子会社化するものであります。 

 

６．今後の業績に与える影響 

当社では、インターネット業界の歴史が浅いこと及び環境の変化が激しいことなどの理由によ

り、従前より業績見通しを発表しておりません。 

マイトリップ・ネット株式会社は、平成１２年２月の設立以来順調に業容を拡大しており、平

成１５年３月期末現在の会員数は２，５１８千人（前年度末比５３％増）、国内登録宿泊施設数

は１０，８９３件（同１４％増）、国内宿泊施設宿泊数についても６，９９６千泊（同５１％増）

と飛躍的に成長しております。これにより、平成１５年３月期の売上高は前年度比４８％増、経

常利益についても前年度比５５％増となるなど着実に収益を拡大しており、今後は楽天グループ

各社とのシナジーにより広告販売など新たな事業展開も可能となることから、更なる増収増益が

見込まれます。 

なお、平成１５年１２月期の当社連結業績への影響については、平成１５年９月末日をみなし

取得日として同社の連結を開始することに伴い、約３１，０００百万円の連結調整勘定償却額（特

別損失）の計上を見込んでおります。 

また、平成１５年１０月以降、同社の損益計算書項目の連結を開始するため、売上高、営業利

益及び経常利益などの業績指標について相当額の寄与を見込んでおります。 

 

 

以  上 


